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第１８回

総合確保方針の改定に向けた論点及び主な意見
本会議は、消費税の増税財源で各都道府県に基金を作り、医療介護の整備や人材確保の施策実施に活用、

それらの方針や基金執行状況の確認をすることを目的としている。今回は、前回までの議論を踏まえて、
見直しに向けた議論と介護保険事業（支援）計画関係等の検討状況が報告された

１．論点への意見 「サービス提供人材の確保と働き方改革」
介護の魅力発信や専門性が含まれた事は重要。義務教育や学校現場との連携を文言に入れられないか

２．論点への意見 「地域完結型」の医療・介護提供体制の構築について
コロナ感染症対応で在宅介護は限界点を超えて対応し続けている。感染症対策でも、もっと医療介護連

携づくりが必要ではないか
３．検討の視点への意見
「従来の施設と在宅という体系論を前提とせずに」は重要。在宅でのサービスを一体的に利用できる

仕組みの具体化を早期に検討すべき

民間介護事業推進委員会の山際淳代表委員の意見
一般社団法人全国コープ福祉事業連帯機構 常務理事

今後のスケジュール

意義
・「団塊の世代」が全て75歳以上となる2025
年、その後の生産年齢人口の減少の加速等を見
据え、患者・利用者・国民の視点に立った医
療・介護の提供体制を構築。自立と尊厳を支え
るケアを実現

基本的方向性
（１）効率的で質の高い医療提供体制の構築と
地域包括ケアシステムの構築
（２）地域の創意工夫を活かせる仕組み
（３）質の高い医療・介護人材の確保と多職種
連携の推進
（４）限りある資源の効率的かつ効果的な活用
（５）情報通信技術（ICT）の活用方向性

意義
・「団塊の世代」が全て75歳以上となる2025
年に向け、利用者の視点に立って切れ目のない
医療・及び介護の提供体制を構築。自立と尊厳
を支えるケアを実現

基本的方向性

（１）「地域完結型」の医療・介護提供体制の
構築
（２）サービス提供人材の確保と働き方改革
（３）限りある資源の効率的かつ効果的な活用
（４）デジタル化・データヘルスの推進
（５）地域共生社会づくり
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